
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
な
る
か

高
ま
る
期
待
感

　
域
内
の
人
口
は
６
億
人
。
そ
ん
な
巨
大
市
場
の
誕
生
と
な
っ
た

A
S
E
A
N
共
同
体
の
発
足
は
、
日
本
の
み
な
ら
ず
、
世
界
中
か
ら
注

目
を
集
め
て
い
る
。

　
A
S
E
A
N
は
、
１
９
６
７
年
に
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
マ
レ
ー
シ
ア
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
５
カ
国
で
設
立
さ
れ
、
現
在
は
10

カ
国
が
加
盟
し
て
い
る
。
設
立
当
初
は
政
治
や
外
交
的
な
協
力
が
中
心

だ
っ
た
が
、
次
第
に
経
済
協
力
の
動
き
が
加
速
し
て
い
っ
た
。「
背
景
に

は
、
90
年
代
に
入
っ
て
か
ら
起
き
た
中
国
へ
の
投
資
ブ
ー
ム
が
あ
り
ま

し
た
。
中
国
に
外
国
投
資
を
取
ら
れ
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
と
い
う

懸
念
の
高
ま
り
が
、
A
S
E
A
N
の
経
済
協

力
の
動
き
を
後
押
し
し
た
の
で
す
」
と
、
A

S
E
A
N
の
経
済
統
合
を
専
門
と
す
る
亜
細

亜
大
学
の
石
川
幸
一
教
授
は
説
明
す
る
。

　
93
年
に
は
、
域
内
関
税
を
５
%
以
下
に
引

き
下
げ
る
と
い
う
目
標
の
下
、
A
S
E
A
N

自
由
貿
易
地
域
（
A
F
T
A
）
が
発
足
し
、
２

０
０
２
年
に
こ
の
目
標
は
達
成
さ
れ
た
。
そ

れ
に
続
く
目
標
と
し
て
A
S
E
A
N
共
同
体

が
掲
げ
ら
れ
、
そ
れ
か
ら
10
年
以
上
か
け
て

発
足
が
実
現
し
た
の
だ
。

　
A
S
E
A
N
共
同
体
は
、「
A
S
E
A
N

経
済
共
同
体
（
A
E
C
）」「
A
S
E
A
N
政
治
・

安
全
保
障
共
同
体
（
A
P
S
C
）」「
A
S
E

A
N
社
会
・
文
化
共
同
体
（
A
S
C
C
）」
の
３

本
柱
で
構
成
さ
れ
る
。
そ
の
中
核
を
担
う
の

が
A
E
C
だ
。「
A
E
C
に
関
し
て
は
、
よ
く

〝
統
合
の
深
化
〞
と
い
う
言
葉
が
使
わ
れ
ま
す

が
、
モ
ノ
の
貿
易
の
自
由
化
を
推
進
し
た

A
F
T
A
か
ら
さ
ら
に
対
象
を
広
げ
、
サ
ー

ビ
ス
貿
易
、
投
資
、
熟
練
労
働
者
の
移
動
な

ど
に
つ
い
て
も
自
由
化
を
進
め
る
こ
と
に
な

り
ま
す
」
と
石
川
教
授
。
ま
た
、
域
内
関
税

は
２
０
１
８
年
ま
で
に
全
加
盟
国
で
の
撤
廃

を
目
指
す
。

　
A
S
E
A
N
地
域
に
は
、
日
本
企
業
も
数

多
く
進
出
し
て
お
り
、
A
E
C
に
よ
っ
て
ビ

ジ
ネ
ス
の
幅
が
広
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て

い
る
。
関
税
撤
廃
に
加
え
、
投
資
や
熟
練
労

働
者
の
移
動
の
障
壁
が
無
く
な
る
こ
と
で
、

特
定
の
国
で
行
う
ロ
ー
カ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
だ
け

で
な
く
、
A
S
E
A
N
全
体
を
〝
単
一
の
生

産
基
地
と
市
場
〞
と
捉
え
た
広
域
ビ
ジ
ネ
ス

が
可
能
に
な
る
と
石
川
教
授
は
話
す
。「
例
え

ば
、
域
内
の
さ
ま
ざ
ま
な
国
か
ら
部
品
を
調

達
す
る
こ
と
で
、
よ
り
効
率
的
な
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
」。

　
ま
た
、
近
年
、
A
S
E
A
N
地
域
で
は
製

造
業
に
限
ら
ず
、
レ
ス
ト
ラ
ン
、
エ
ス
テ
、
学

習
塾
な
ど
多
様
な
産
業
の
需
要
が
高
ま
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
サ
ー
ビ

ス
産
業
に
お
け
る
貿
易
や
投
資
の
自
由
化
も
企
業
は
活
用
す
べ
き
だ
と

い
う
。「
域
内
で
実
質
的
に
事
業
を
展
開
す
る
外
国
企
業
も
自
由
化
の
利

益
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
例
え
ば
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
サ
ー

ビ
ス
分
野
の
事
業
を
行
っ
て
い
る
日
本
企
業
が
、
新
た
に
ミ
ャ
ン
マ
ー

に
進
出
す
る
と
い
っ
た
迂
回
投
資
の
可
能
性
も
広
が
る
と
思
い
ま
す
」。

　
域
内
経
済
の
活
性
化
や
、
外
国
投
資
の
促
進
が
期
待
さ
れ
る
A
S
E

A
N
共
同
体
。
そ
の
発
足
に
向
け
た
動
き
を
、
日
本
は
こ
れ
ま
で
一
貫

し
て
支
援
し
て
き
た
。「
物
理
的
」「
制
度
的
」「
人
的
」
の
３
つ
の
側
面

に
お
け
る
連
結
性
の
向
上
を
基
本
方
針
と
し
て
掲
げ
、
各
国
を
結
ぶ
道

路
や
空
港
と
い
っ
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
、
通
関
手
続
き
を
円
滑
化
す
る

高
い
レ
ベ
ル
の
自
由
化
へ

節
目
を
迎
え
た
A
S
E
A
N

編
集
協
力
：
亜
細
亜
大
学 

ア
ジ
ア
研
究
所
所
長 

石
川
幸
一
教
授
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政治・安全保障
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社会・文化共同体
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統 合 時 代 の 幕 開 け

2
0
1
5
年
12
月
31
日
。

こ
の
日
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
（
A
S
E
A
N
）
は
、

域
内
の
関
係
深
化
に
向
け
て
大
き
く
動
き
出
し
た
。

「
経
済
」
「
政
治
・
安
全
保
障
」
「
社
会
・
文
化
」
の
３
本
柱
か
ら
な
る

「
A
S
E
A
N
共
同
体
」
が
、
正
式
に
発
足
し
た
の
だ
。

A
S
E
A
N
地
域
、
そ
し
て
日
本
の
社
会
は
、

こ
れ
か
ら
ど
う
変
わ
っ
て
い
く
の
だ
ろ
う
か
。
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出典：IMF World Economic Outlook Database

※ ASEANは、1998年よりラオス、ミャンマー、1999年よりカンボジアを含む。
出典：「直接投資統計 日本の直接投資」、日本貿易振興機構（ジェトロ）

※ 高等教育機関在籍者数
出典：日本学生支援機構
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（百万米ドル）
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バンダルスリ
ブガワン

南北経済回廊

東西経済回廊

南部経済回廊

インドネシア経済回廊

中国

合計

1兆5,530
億ドル

ASEAN 

約20年間で

5.1倍に増加

1 在留邦人登録者数（2015年10月時点）
2 日系現地法人数（2014年10月時点）
3 日本からの旅行者数（2014年）

（人）

出典
①：IMF World Economic Outlook Database
②：UNCTADstats Country Profile
③：外務省各国基礎データ
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日本の支援

① 人口（2015年）／② 1人当たり国内総生産（米ドル）／③ 主要輸出産品

① 人口（2015年）／② 1人当たり国内総生産（米ドル）

1980 1990 2000 2010 2014（年）

シンガポール

① 552万3,000人
② 54,593ドル
③ 機械・輸送機器 ブルネイ

① 41万9,000人
② 35,376ドル
③ 石油・天然ガス マレーシア

① 3,112万人
② 10,803ドル
③ 電気機器 タイ

① 6,883万8,000人
② 6,033ドル
③ コンピューター機器・同部品

インドネシア

① 2億5,546万2,000人
② 3,354ドル
③ 石油・ガス フィリピン

① 1億142万3,000人
② 2,848ドル
③ 電子・半導体

ミャンマー

① 5,184万6,000人
② 1,259ドル
③ 天然ガス、豆類 カンボジア

① 1,554万3,000人
② 1,067ドル
③ 衣類、印刷物

ベトナム

① 9,157万8,000人
② 2,016ドル
③ 携帯・同部品 ラオス

① 702万9,000人
② 1,692ドル
③ 鉱物

① 1億2,672万9,000人
② 36,116ドル

日本
① 6億2,878万1,000人
② 11,904.1ドル

ASEAN

バンコク

ダウェー

ビエンチャン

ハノイ

ハイフォン

ダナン

マニラ

モーラミャイン

ヤンゴン

ネーピードー

プノンペン

た
め
の
シ
ス
テ
ム
導
入
や
人
材
育
成
な
ど
に
協
力
し
、
域
内
の
結
び

付
き
を
強
め
た
の
だ
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
石
川
教
授
は
、
今
回
の
共
同
体
の
発
足
は

A
S
E
A
N
の
深
い
統
合
に
向
け
た
プ
ロ
セ
ス
の
〝
通
過
点
〞
に
過

ぎ
ず
、
引
き
続
き
、
日
本
の
知
見
を
生
か
し
た
支
援
が
必
要
に
な
る

と
指
摘
す
る
。「
非
関
税
障
壁
の
撤
廃
や
、規
格
・
基
準
の
統
一
化
な
ど
、

ま
だ
ま
だ
統
合
を
阻
害
す
る
要
因
は
残
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た

課
題
に
対
す
る
協
力
に
加
え
、
今
後
、
A
S
E
A
N
各
国
の
経
済
格

差
が
よ
り
顕
著
に
な
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
る
た
め
、
そ
の
国
の
発

展
度
合
い
に
応
じ
た
支
援
も
重
要
で
す
」。

　
今
後
10
年
間
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
描
い
た
「
A
S
E
A
N
２
０
２
５
」

も
採
択
さ
れ
、
A
S
E
A
N
地
域
は
、
統
合
の
深
化
に
向
け
た
新
た

な
ス
タ
ー
ト
を
切
っ
た
。
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◆ 日本の主要貿易相手国・地域◆ ASEAN加盟国基礎データ ◆ 日本の国・地域別対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）※

ベトナム

インドネシア

タイ

マレーシア

ミャンマー

フィリピン

カンボジア

シンガポール

ラオス

ブルネイ

ASEAN合計

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

空港
港・ターミナル

マレーシア
1 2万2,056人
2 1,347社
3 55万3,106人

フィリピン
1 1万8,870人
2 1,521社
3 46万3,744人ラオス

1 677人
2 144社
3 4万4,877人

ブルネイ
1 165人
2 10社
3 9,807人

インドネシア
1 1万7,893人
2 1,766社
3 48万6,687人

タイ
1 6万4,285人
2 1,641社
3 126万5,307人

ミャンマー
1 1,330人
2 259社
3 8万3,434人

カンボジア
1 2,270人
2 182社
3 21万5,788人

シンガポール
1 3万5,982人
2 779社
3 82万4,379人

ベトナム
1 1万3,547人
2 1,452社
3 64万8,612人

特集  ASEAN 
統合時代の幕開け

深化する
日・ASEAN関係

◆ 日本とASEANとの関係

◆ ASEANから日本への留学生数の推移 ※

2014年の内訳
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